
請 書（案） 

 

件 名  放送大学茨城学習センター講義室ＡＶシステム一式 

 

代金額  金          円 

（うち消費税及び地方消費税相当額 金        円） 

 

上記の消費税及び地方消費税相当額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地

方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、請負代金額に１１０分の１０

を乗じて得た額とする。 

 

発注者 分任契約担当者 放送大学学園 財務部長 北原 文幸（以下「甲」という。）

と、受注者                         （以下「乙」という。）

との間において、上記の件（以下「本件」という。）について、上記の代金額で、次の条項

によりお請けいたします。 

 

第１条 乙は、別紙仕様書に基づいて本件物件を供給するものとし、甲は、その対価として

代金を支払うものとする。 

第２条 納入場所は、別紙仕様書のとおりとする。 

第３条 納入期限は、令和７年９月３０日とする。 

第４条 乙は、納入を完了した時は、納品書及び代金請求書を放送大学学園財務部経理課に

送付するものとする。 

第５条 代金は、検査完了後適法な請求書を受領した日から４０日以内に放送大学学園財

務部経理課より支払うものとする。 

第６条 乙は、本件に関連して知り得た甲に関する一切の情報を、本件の履行中はもちろん、

本件終了後においても、第三者（乙の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条

第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。以下同じ。）に漏らしたり、

他の目的に利用したりしてはならない。 

第７条 乙は、本件の全部又は一部を第三者に委託し、又は、請け負わせてはならない。た

だし、本件の一部については、あらかじめ、学園の書面による承諾を受けた場合は、この

限りではない。 

２ 乙は前項に基づき本件の一部を第三者（以下「再委託先」という。）に委託した場合、

本件に基づき乙が甲に対して負うものと同様の義務を再委託先の行為についても一切の

責任を負うものとする。 

第８条 給付の完了前に生じた本件物件の全部又は一部の滅失又は毀損による損害は、す

べて乙の負担とする。ただし、甲の故意又は過失により生じた場合は、この限りではない。 

２ 給付の完了後に生じた本件物件の全部又は一部の滅失又は毀損による損害は、すべて



甲の負担とする。ただし、乙の故意又は過失により生じた場合は、この限りではない。 

第９条 甲は、乙が本件上の義務の履行をしない場合、相当の期間を定めてその履行の催告

をし、その期間内に履行がないときは、契約を解除することができる。 

２ 甲は、次の各号の一に該当するときは、前項の催告をすることなく、直ちに本件の全部

又は一部を解除することができる。 

一 本件上の義務の全部又は一部の履行が不能であるとき。 

二 乙が本件上の義務の全部又は一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 本件上の義務の一部の履行が不能である場合又は乙が本件上の義務の一部の履行を

拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的

を達することができないとき。 

四 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時または一定の期間内に履行を

しなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行をしない

でその時期を経過したとき。 

五 前各号に掲げる場合のほか、乙が本件上の義務の履行をせず、甲が前項の催告をして

も契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかである

とき。 

３ 前２項の規定により契約が解除された場合においては、甲は、請負代金額の１０分の１

に相当する金額を違約金として請求することができる。 

４ 前項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲が

その超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

第１０条 暴力団排除に関する契約条項については、別添「暴力団排除に関する条項」によ

るものとする。 

第１１条 この契約について、甲乙間に紛争を生じたときは、双方協議のうえ、これを解決

するものとする。 

第１２条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、甲乙間に

おいて協議して定めるものとする。 

 

 令和  年  月  日 

 

  分任契約担当者 

  放送大学学園 財務部長 北原 文幸 殿 

 

                受注者  

                     

                     

                     

 



 

 

暴力団排除に関する条項 

 

（暴力団関与の属性要件に基づく契約解除） 

第１条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、

本契約を解除することができる。 

 (1)  法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している

者をいう。以下同じ。）が暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）であるとき 

 (2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

 (3)  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき 

 (4)  役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき 

 

（下請負契約等に関する契約解除） 

第２条 乙は、本契約に関する下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべ

ての下請負人を含む。）及び再委任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）並びに

自己、下請負人又は再委任者が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結す

る場合の当該第三者をいう。以下同じ。）が解除対象者（前条に規定する要件に該当す

る者をいう。以下同じ。）であることが判明したときは、直ちに当該下請負人等との契

約を解除し、又は下請負人等に対し解除対象者との契約を解除させるようにしなければ

ならない。 

２ 甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負

人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負

人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講

じないときは、本契約を解除することができる。 

 

（損害賠償） 

第３条 甲は、第１条又は前条第２項の規定により乙に生じた損害について、何ら賠償な

いし補償することは要しない。 

２ 乙は、甲が第１条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に

損害を生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

３ 乙が、本契約に関し、前項の規定に該当したときは、甲が本契約を解除するか否かに

別添 



 

かかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、

契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１

００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた金額）を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

４ 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

５ 前２項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、

甲は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払いを請求することが

できる。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して

支払わなければならない。 

６ 前３項の規定は、甲に生じた実際の損害額が第３項に規定する違約金の金額を超える

場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げる

ものではない。 

７ 乙が第３項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないとき

は、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセント

の割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第４条 乙は、本契約に関して、自ら又は下請負人等が暴力団、暴力団員、暴力団関係者

等の反社会勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、

速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力を

行うものとする。 


